
（百万円）

【１】計画目標

将来見込

Ｈ29見込Ｈ28見込

3,925

歳出　計　（α）

1,635

249

1,538

857

○　Ⅰ-【２】に、平成28年度以降の効果額（Ⅱ）を反映させた「財政状況」は、次のとおりです。

307

1,632

896

4,163

Ｈ26決算

義務的経費

項目

9,416

その他歳出

扶助費

人件費

公債費

普通建設事業費

○　平成26年度決算及び平成27年度予算後における財政状況や今後の見通しについては、次のとおりです。

8,395

5,057

【参考】計画策定時（H25決算）

Ⅰ　計画目標と現在の状況等

5.8億円

125億円

計画目標（平成30年度）

財政調整基金残高

地方債残高

将来負担比率

平成26年度決算

125.5％

5.7億円

115億円

119.1％

16.1％

項目

7.0億円超

110億円以下

125.0％以下

12.0％以下実質公債費比率 15.4％

1,715

4,110

Ｈ27当初予算

9,465

1,713

4,026

4,467

972

1,386

927

3,824

8,8249,133

4,620

Ｈ30見込

4,335

665

1,186

952

1,686

631

1,239

Ⅲ　効果額を反映させた「財政状況」

1,702

3,882

941

平成27年度 当別町財政運営計画の状況

【２】今後の財政見通し （百万円）

528

1,008

△ 594△ 524

8,776

8,9799,300

累積収支

単年度収支 (β-α) 200

3,656

8,595

1,312

300

1,186

1,156

3,753

393

歳入　計　（β）

その他歳入

うち臨財債

地方債

国・道支出金
項目

地方交付税

町税

200

　平成26年度決算後の状況を見ると、本計画の目標達成へ向けて着実に進んでいます。
しかしながら、計画による取り組み後においてもなお歳出超過が見込まれることから、人口減少に歯止めをかけ、町

1,994 1,863

累積収支

200

Ｈ30見込

9,365

200

0

9,416

1,555

200

歳入　計　（β）

8,395歳出　計　（α）

△ 311

△ 111

Ｈ26決算 Ｈ27当初予算
Ｈ28見込

単年度収支 (β-α) 0

8,595 9,416

9,416 9,676

将来見込

133

△ 67

9,398

1,555

340

779

1,543

3,656

△ 598

△ 407

8,417

1,555

340

479

1,278

3,262

1,843

3,456

1,854

8,809

1,556

1,865

△ 635

618

1,325

△ 1,229

8,385

Ｈ29見込

200

Ⅳ　まとめ

340

△ 191

△ 324

【１】計画目標

【１】歳出効果額 （百万円）

しかしながら、計画による取り組み後においてもなお歳出超過が見込まれることから、人口減少に歯止めをかけ、町
税及び地方交付税等の確保に一層努める必要があります。また、更なる事務事業の見直しや基金等の活用も視野に入れ
ながら、歳入確保と歳出削減を進めなければなりません。
　安定的な財政運営のため、今後も引き続き本計画の適切な実行が求められます。

Ⅱ　主な取り組み内容と効果額

○　本計画の取り組みによる今後の歳出・歳入効果額とその内容等は、次のとおりです。

【参考】平成26年度決算を基にした実質公債費比率及び将来負担比率の推移

250.0 

300.0 

350.0 

400.0 

25.0 

30.0 

35.0 

40.0 

早期健全化基準（将来負担比率） 350％

財政再生基準（実質公債費比率） 35％

早期健全化基準（実質公債費比率） 25％

実質公債費比率（％） 将来負担比率（％）

・実質公債費比率、将来負担比率、地方債残高については、計画目標値へ向けて順調に推移している。

・財政調整基金残高については、今後計画的な積立を行う必要がある。

【２】今後の財政見通し

・平成28年度は311百万円、平成29年度は524百万円、平成30年度は594百万円の収支不足（赤字）が見込まれる

など、計画年度（H26～H30）で計1,229百万円の収支不足となる見通しとなっている。

（計画策定時の累積収支…△1,331百万円）

【２】歳入効果額 （百万円）

Ｈ29 Ｈ30 合計

33 32 98

167 155 533

①町税等収入の確保（効果額 37）　②受益者負担の適正化（効果額 1）　③一般財源等の確保（効果額 60）

《主な取り組み内容》

33

Ｈ28

歳入確保額

《主な取り組み内容》

④将来負担の適正化（効果額 2）

①人件費の抑制（効果額 43）　②事務事業の見直し（効果額 113）　③公共事業等の見直し（効果額 375）　

歳出削減額 211

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 合計
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

実質公債費比率 将来負担比率 実質公債費比率目標ライン 将来負担比率目標ライン


